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A. 研究目的 
 本研究は、次期がん対策推進基本計画に向け

た新たな指標及び評価方法の開発のため、現行の

がん対策を評価するため、①患者体験調査や既存

指標の調査結果に基づくがん対策の現況把握と課

題の導出を行い、特に患者らへの積極的な情報提

供の在り方、ピアサポートの活用などの実態を明

らかにし患者の医療体験の充実を図るとともに、

②実態データを基にした数理モデルで代表的施策

の重要性や効果を予測するために必要な事項の洗

い出しと情報収集を行うことを目的とする。具体

的には、神奈川県をモデルに、がん登録データか

ら数理モデルによる罹患率・死亡率の予測を活用

して施策の優先度の検討や、他の都道府県との連

携などの発展性についての提言を行うことを目指

した。 
 
B. 研究方法 
①患者体験調査データを用いて、患者の医療満

足度が情報の入手時期やその方法によってどのよ

うに異なるのか、またピアサポートの利用率など

を解析することで今後の患者支援や情報提供の在

り方を検討することとした。特に、患者支援のお

いては先行研究等で、性差があることが報告され

ている。そこで、本件でもピアサポートの利用に

男女差があるのか否か、また男性がん患者の相談

支援についてフォーカスグループインタビュー

（FGI）を行い、データ解析だけでは不明だった、

男性患者のアンメットニーズを明らかにすること

とした。 
②県のがん対策推進計画の進捗管理が客観的な

指標やロジックモデルなどによる可視化ができて

いない。こうした事例を研究班で共有し、その進

捗評価の改善案を示した上で、研究班員らと、行

政担当者との実務的レベルでの連携の在り方を検

討することとした。 
 
C. 研究結果 
①患者体験調査結果から、ピアサポートが何か、

知っていると回答した者のうち、利用したことが

ないと回答した者に、利用しなかった理由を尋ね

た。その結果、「相談したいことがなかった」のは

男性の方が多く（p=0.03）、「プライバシーの観点

から行きづらかった」のは女性の方が多く

（p<0.000）「自分の相談を受け止めてもらえるか

自信がなかった」のも女性の方が多かった

（p<0.001）。患者体験調査の大きな最終アウトカ

ムである自分のがん治療の総合的納得度（10 点満

点）に、ピアサポートを知っている（8.02 点）と

いない（7.91 点）とでは、その平均値に差がある

ことも亜紀らかったとなった（p=0.041）。 
都道府県がん診療連携拠点病院でピアサポート

を実施しているところは、48％であった。 
FGI は、神奈川県がん患者連合団体（天野慎介

代表、長谷川一男事務局長）に依頼し、少人数の

男性がん患者の方で、我々の FGI の主旨を理解し、

同意してくれる方を募った結果、5 名の方から参加

同意を得た。FGI を実施するに際しては、神奈川

県立がんセンターの IRB の承認を得て、本人から

書面の同意書を提出していただき、参加していた

だいた。 
②数理モデルを用いて科学的に算出した数値の

みを県の担当者に伝えるだけではなく、現場のが

ん対策担当者（行政）と一緒に議論し、対策の糸

口となるような解釈も含めて話し合いをしていく

ことで、より効果的で科学的根拠に基づいたがん

対策を講じることが可能となることが示唆された。 
 
D. 考察 
 患者体験調査から見えてきた患者や家族への
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情報提供の１つとして、ピアサポートの在り方を

検討することが重要であることがわかった。その

認知度は、まだ低く、まずは知ってもらうための

広報や、効果を含めた情報発信が必須といえる。

男女差についても「相談したいことがない」、と回

答した男性の結果は先行研究と一致しており、女

性は日常生活の心配ごとから治療全般、精神的な

サポートまで様々な事柄について相談を欲してい

ることと対照的である。これは、男性が相談した

いことがない≠困っていない、ということではな

いことを示唆している。このことについて、FGI
で実際の男性の本音部分を拝聴したところ、男性

特有の性の固定概念やプレッシャーを感じている

ことが示唆された。これは 2019 年の Lean in 
Tokyo 国際男性デー調査で、「男だから「という固

定概念やプレッシャーにより、78％の男性が生き

づらさを感じると回答していることを鑑みると、

男性がん患者がそう簡単に他者や支援センター等

で、弱みをみせづらいことを裏付ける結果であっ

た。こうした性差を加味した相談支援の在り方を

今後検討していく必要があると思われる。 
 ②がん対策を担う行政の担当者は、他県のが

ん対策指標に関する進捗評価や、アップデートに

研究者の視点をどのくらい参考にしているのか、

がん対策進捗評価の高い自治体との情報収集・意

見交換の場が必要である。 
 
E. 結論 
 相談支援の在り方に「性差」という概念を入

れて取り組む必要がある。 
地域の実情に合わせたがん対策を策定するため

には専門家との連携が不可欠である。 
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